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酒田市公文書等管理委員会資料 

 

「紙文書をスキャナで読み取って電磁的記録に変換し、光ディスクに

複写する方法」の規定の追加に係る酒田市公文書等の管理に関する条

例施行規則の一部改正について 

 

【ポイント】 

① 特定歴史公文書の写しを作成する方法に、「紙文書をスキャナで読み取って電

磁的記録（ＰＤＦ）に変換し、光ディスク（ＣＤ－Ｒ等）に複写する方法」を

新たに加えます。 

② ①の方法に係る費用負担の額は、「ＣＤ－Ｒ１枚につき 100 円（ＤＶＤ－Ｒは

120 円）＋これに複写される文書又は図面１枚ごとに 10 円」とします。 

 

【表１】現行：利用請求者が負担する写しの作成等に要する費用の額 

写しの作成等 費用の額 

１ コピー機により複写したもの（モノクロ） １枚につき 10 円 

２ コピー機により複写したもの（カラー） １枚につき 50 円 

３ １及び２以外のその他の方法により写し

を作成する 

当該写しの作成に要する費用 

４ 送付 郵送料に相当する額 

 

 

【表２】改正後：利用請求者が負担する写しの作成等に要する費用の額 

写しの作成等 費用の額 

１ コピー機により複写したもの（モノクロ） １枚につき 10 円 

２ コピー機により複写したもの（カラー） １枚につき 50 円 

３ スキャナにより読み取ってできた電磁的 

記録を光ディスク（ＣＤ－Ｒ）に複写した

もの 

１枚につき 100 円に当該文書

又は図面１枚ごとに 10 円を加

えた額 

４ スキャナにより読み取ってできた電磁的 

記録を光ディスク（ＤＶＤ－Ｒ）に複写し

たもの 

１枚につき 120 円に当該文書

又は図面１枚ごとに 10 円を加

えた額 

５ １から４まで以外のその他の方法により 

写しを作成する 

当該写しの作成に要する費用 

６ 送付 郵送料に相当する額 

※ 表１と対照した場合の改正個所は、下線を付した個所です。 
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１ 酒田市公文書等の管理に関する条例施行規則の一部改正について 

(1) 特定歴史公文書の写しの作成方法に係る改正 

① 概要 

現行の酒田市公文書等の管理に関する条例（以下「公文書管理条例」という。）

と酒田市公文書等の管理に関する条例施行規則（以下「公文書管理規則」という。）

に基づいて特定歴史公文書を利用させる場合、紙文書については、その写しをコ

ピー機により作成する方法を取っています。 

これに、紙文書をスキャナで読み取って電磁的記録（ＰＤＦ）に変換し、光デ

ィスク（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）に複写する方法を新たに加えます。 

② 考え方 

公文書管理条例に基づいて紙文書の写しを交付する場合は、コピー機により複

写したものを交付しています。 

これに対し、本市の情報公開請求において、紙文書をスキャナで読み取って電

磁的記録に変換し、光ディスクに複写したものを交付して欲しいとの要望があり

ました。 

なお、特定歴史公文書の利用請求における写しの作成は、本市の情報公開請求

における公文書の写しの作成と同様の制度となっており、その内容は【表１】の

とおりです。 

現行の公文書管理規則において、この情報公開請求の件と同様の利用請求があ

った場合、【表１】左欄のとおり、要望された方法による写しの作成が明記されて

いないため、「その他の方法により写しを作成する」場合を適用して処理すること

になります。しかしながら、デジタル化、ペーパーレス化という社会環境の変化

が進む中にあって、今後、特定歴史公文書の利用請求においても、この件と同様

の請求がなされるであろうことが想定されるのに、「その他」の場合によって処理

していくのは、必ずしも適切であるとは言えません。 

このような方法による写しの作成は、情報公開請求としてではありますが、既

に国の行政機関において実施されているほか、他の自治体でも同様の事例があり

ます（本県周辺では、秋田県秋田市や福島県相馬市など）。本市の特定歴史公文書

の利用請求においても、これらの例を参考に、さらに、デジタル化、ペーパーレ

ス化という社会環境の変化を考慮し、【表２】左欄のとおり、紙文書をスキャナで

読み取って電磁的記録に変換し、光ディスクに複写する方法を新たに規定するも

のです。 

 

(2) 利用請求者の費用負担に係る改正 

① 概要 

現行の公文書管理条例において、利用請求者に交付する特定歴史公文書の写し

の作成及びその送付（以下「作成等」という。）に要する費用については、利用請

求者が負担しなければならないとされています（公文書管理条例第 20 条）。これ
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は、受益者負担の考え方から、利用請求者から特定歴史公文書の写しの作成等に

係る実費を徴収することとしたものです。 

特定歴史公文書の写しの作成等に係る実費として、利用請求者が負担する費用

の額は、【表１】右欄のとおり定められています（公文書管理規則第 19条第１項）。 

これに、紙文書をスキャナで読み取って電磁的記録に変換し、光ディスクに複

写する方法とした場合の費用負担の額を、【表２】右欄のとおり規定するもので

す。 

 

② 考え方 

現在、紙文書の写しをコピー機により作成した場合は、実費としてモノクロ１

枚につき 10 円（カラーは１枚につき 50 円）を利用請求者から徴収しています。 

紙文書をスキャナで読み取って電磁的記録に変換し、光ディスクに複写する方

法とした場合、最低限の実費として考えられるのは光ディスク代相当分であり、

その額は、情報公開請求における国の行政機関の例（行政機関の保有する情報の

公開に関する法律施行令別表）を参考に、ＣＤ－Ｒ１枚につき 100 円、ＤＶＤ－

Ｒ１枚につき 120 円が適切であると考えますが、単にこれのみを利用請求者から

徴収すべき費用の額とすることには問題があります。 

例えば、ＣＤ－Ｒの記憶容量は 700ＭＢであり、Ａ４白黒の紙文書１枚のＰＤ

Ｆを 60ＫＢ程度として計算すると、最大約 11,600 枚の紙文書の写しを１枚のＣ

Ｄ－Ｒに保存することが可能となります。つまり、11,600 枚の紙文書の写しの交

付に当たり、ＣＤ－Ｒの場合は 100 円、コピーの場合は 11 万６千円が実費とな

ります。 

紙文書の写しの交付という観点からすると、紙文書の写しがコピーであろうと

ＰＤＦであろうと、文書の内容は変わりません。それにもかかわらず、費用徴収

を実費とした場合、ＣＤ－Ｒを再生する環境を持ちＣＤ－Ｒによる公開を求める

人と、そうではなくコピーによる公開を求める人との間で、費用負担に係る多大

な格差が生じる可能性があります。 

以上のことから、紙文書をスキャナで読み取って電磁的記録に変換し、光ディ

スクに複写する方法とした場合の費用負担は、光ディスク代相当額のみを徴収す

るのではなく、写しの作成方法の違いによって多大な格差が生じないようにする

ため、これも情報公開請求における国の行政機関の例を参考に、光ディスクに複

写される文書又は図面１枚ごとに 10 円を加算した額を徴収するものです。 

 

２ 改正規則の施行日 

  委員会を経て、令和４年８月の施行を予定しています。 
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【参考】情報公開請求における国の行政機関の例（行政機関の保有する情報の公開

に関する法律施行令別表・抜粋） 

行政文書の種類 開示の実施の方法 開示実施手数料の額 

一 文書又は図画

（二の項から四の

項まで又は八の項

に該当するものを

除く。） 

(略) (略) 

ト スキャナにより読み取ってでき

た電磁的記録を光ディスク（日本産業

規格Ｘ〇六〇六及びＸ六二八一に適

合する直径百二十ミリメートルの光

ディスクの再生装置で再生すること

が可能なものに限る。）に複写したも

のの交付 

一枚につき百円に当該文書

又は図画一枚ごとに十円を

加えた額 

チ スキャナにより読み取ってでき

た電磁的記録を光ディスク（日本産業

規格Ｘ六二四一に適合する直径百二

十ミリメートルの光ディスクの再生

装置で再生することが可能なものに

限る。）に複写したものの交付 

一枚につき百二十円に当該

文書又は図画一枚ごとに十

円を加えた額 

(略) (略) 

(略) (略) (略) 

 

 


